
 採決はいずれも

         賛成多数

 ６月 30 日、都市セ
ンターホテル（東京）
に て 18 ～ 19 年 度 の
第３回保団連代議員会
が開催された。全国の
各協会・医会の代議員、
理事会役員、事務局ら
290 名 が 参 加、 長 野
協会の役員では、代議
員として宮沢会長及び
奥山副会長が参加した
ほか、林、市川各副会

長と事務局が１名参加した。
　開会挨拶で住江保団連会長は「国民
の間に受診抑制や治療中断といった困
難がはびこり、食費すら削らざる
をえないという深刻な実態がある。
一方で国は『世界一企業が活動し
やすい国づくり』のために大企業
に富を集中させることを何よりも
優先し、そのために税と社会保険
負担を限りなくゼロに近づけよう
としている。増税は大企業減税の
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穴埋めに回され、国民生活を圧迫する。
９条改憲による『戦争できる国づくり』
も同時に狙われており、改憲論議が加
速されようとしている」と指摘し、増
税と改憲をストップさせるための運動
強化を訴えた。
　代議員会では、全体で 126 通の発
言通告があり、会務報告案、2018 年
度決算案をいずれも賛成多数で承認し
た。県保険医協会からは「妊産婦医療
費助成制度の早期実現を目指し運動強
化を」「金パラ随時改定ルールの即時
変更を！」「特養あずみの里裁判に全
国から支援を」とする３通の発言通告
が出された。
　長野協会からの発言通告と執行部答
弁については本紙２面を参照されたい。
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主な記事
代議員会詳細…2 面、日本スポーツ振興セ
ンター懇談…3 面、審査・指導対策講習会
/ 夏季セミナー…4 面、国保料調査結果…

5 面、保険かわら版 / 理事会便り…6 面

『公費負担医療等の手引』2019 年度 7 月版が発行。本書は、
自立支援医療や難病医療をはじめ全国で広く実施されてい
るすべての公費負担医療制度を解説。希望する医科開業医
会員の先生には１冊無料で送付します。ご希望の方は必ず

保険医協会までお申込みください。

9 月に本書を使用して下記の日程で説明会を開催します。
７月中旬送付済の申込書にて事前申込の上、テキスト持参
でご参加を（申込〆切９/ ６）。

会　場 期　日 場　所

飯田会場 ９月 11 日（水）飯田市地域交流センター（りんご庁舎３Ｆ )
（飯田市本町 1-15）

上田会場 ９月 12 日（木）上田市勤労者福祉センター（２Ｆ )
（上田市中央 4-9-1）

長野会場 ９月 18 日（水）長野市生涯学習センター（トイーゴ４Ｆ )
（長野市大字鶴賀問御所町 1271-3 ）

松本会場 ９月 19 日（木）松本市勤労者福祉センター（３Ｆ )
（松本市中央 4-7-26）

【時間】19:00 ～ 21:00  各会場共通
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賛成多数となった採決

　７月 21 日に投開票が行われた第
25 回参議院選挙は、長野選挙区では
羽田雄一郎氏が当選した。
　県保険医協会では公示前
に立候補予定者に医療政策
等に関する質問への回答と
医療政策に関する自由意見
を求めるアンケートを実施、
４名のうち、国民・羽田氏、
自民・小松氏、諸派・齋藤
氏から回答が得られ、その
結果一覧を公示前に会員に
配布した。
　羽田氏のアンケートの回答では、

10 月の消費財 10％の引上げについて
「社会情勢、経済状況を見ても上げる

べきではない。軽減税
率を伴う消費増税には
反対です」、 社会保障
へ予算を重点配分する
ことは雇用創出効果も
高く、内需を刺激して
景気回復につながると
いった考え方について
も「社会保障制度の充
実・安定化により将来

不安を軽減すべきです。子育て支援、
雇用の安定、老後の安心など、生活の

不安を希望に変える『人への
投資』により、可処分所得を
増やし、消費を活性化すべき
です」といった回答があった。
　羽田氏は、「国民生活を守
る」として、深刻な少子高齢
化社会に対応するための「社
会保障と税の一体改革」の着
実な推進、消費税の抜本的見
直し、年金・医療・介護・子
どもの育ちに使うという税の
目的化税による所得再分配機能の強化、
税制改革全般における地方の税財源確
保。「チルドレンファースト」としてこ
どもの貧困の解消、幼児教育・高等教育
の無償化のほか、待機児童の早期解消、
０才～２才児含め、すべての就学前保育・

教育の無償化等、他にも「平和憲法と
９条を守る」、「農業を守る」、「働く人
を守る」といった政策を掲げている。
　協会では今後本会のアンケートへの
回答などをもとに羽田氏と懇談してい
くことを予定している。

当選した羽田雄一郎氏

公示前に配布されたアンケート結果

   第 25 回参議院選挙

　　  長野選挙区は羽田氏が当選

県保険医協会事務所

お盆休みのお知らせ

８月 14 日 （水） ～ ８ 月 16 日 （金）

までお盆休みとさせていただきます。ご迷惑お掛
けいたしますが、よろしくお願いします。


